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建設工事に係る技術業務の契約等における総合評価落札方式に係る競争

参加向上型の試行について（通知）

標記について、別紙のとおり定め、令和２年７月１日以降に入札公告を行う技術業

務から、当面の間、試行することとしたので、遺漏のないよう措置されたい。

なお、建設工事に係る技術業務の契約等における総合評価落札方式に係る標準評価

基準の緩和の試行について（防整施第４６７６号。２９．３．３０）は、令和２年６

月３０日限りで廃止する。

添付書類：別紙

配布区分：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



別紙

競争参加向上型総合評価落札方式に関する実施要領

１ 目的

総合評価落札方式で発注する建設工事に係る技術業務（建設工事に係る技術業

務委託の契約等の事務処理要領について（防整施（事）第１４４号。２８．３．

３１。以下「事務処理要領」という。）の別紙第２項に規定する技術業務をいう。

以下「技術業務」という。）のうち、建設工事に係る技術業務の契約等における

一般競争入札の実施細則について（防整施第５２５２号。令和２年３月３１日。

以下「実施細則」という。）別紙の第２アに規定する総合評価落札方式を適用す

る技術業務については、実施細則別紙の第４第１項において総合評価落札方式の

タイプを定めているところであるが、国、地方公共団体又は特殊法人等（公共工

事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律行令（平成１３年政令第３４号）

第１条に規定する特殊法人等をいう。）の受注実績が少ない企業においても入札

参加の機会拡大を図ることで競争性を更に高めるため、業務成績の評価を行わな

い競争参加向上型総合評価落札方式を試行することとする。

２ 本方式の実施

本方式の実施に当たっては、本要領に定めるもののほか、実施細則により実施

するものとする。

３ 対象業務

当省が求める成果物が民間の実績においても数多く存在し、民間の実績により

評価を行っても品質が低下するおそれがないと認められる業務を対象とする。

４ 総合評価の方法

⑴ 実施細則別紙の第４第１項第３号に準じ、入札価格と技術等に対する総合評

価の得点配分の割合は１：１とする。

⑵ 業務成績の評価を行わない代わりに、同種業務・類似業務の実績による評価

を行う。そのため、同種業務の実績を設定する際は、過度な要件緩和を行わな

いよう留意すること。また、類似業務の実績を設定する際は、特定の者のみが

参加可能とならないよう、適度な要件緩和に努めるよう留意すること。

５ 評価基準

付紙による。

６ 入札公告及び入札説明書への記載事項

入札公告及び入札説明書に次の事項を明記すること。

本業務は、競争参加向上型総合評価落札方式の試行対象案件である。

７ その他

本要領の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局建設制度官と協議する

ものとする。



（標準的な評価）

①  ５

②  ２

（最大２５）

① 同種業務の実績

② 類似業務の実績

①  ７

②  ３

（最大２５）

① 同種業務の実績

② 類似業務の実績

①  ９

②  ４

（最大２５）

① 同種業務の実績

② 類似業務の実績

① ○○市内の同種又は類似業務実績 ①  ５

② ○○県内の同種又は類似業務実績 ②  ２

③ 実績なし ③  ０

最大

30

（標準的な評価）

①  ５

②  ２

③  ２

④  １

（最大２５）

① 同種業務の実績に管理技術者として従事した経験
② 同種業務の実績に担当技術者として従事した経験
③ 類似業務の実績に管理技術者として従事した経験
④ 類似業務の実績に担当技術者として従事した経験

評価のウエイト
（点）

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前
年度から過去10年間を記載する。】に、完了又は引渡しが完了した
同種又は類似業務実績を下記のとおり評価し、最大５件分の評価を
合計

（同種・類似業務の数が少ないと見込まれ、５件分の評価が難しい
場合は以下のいずれかの評価を行ってもよい）

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前
年度から過去10年間を記載する。】に、完了又は引渡しが完了した
同種又は類似業務実績を下記のとおり評価し、最大４件分の評価を
合計

判断基準

企
業
の
実
績
及
び
能
力

業
務
経
験

業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前
年度から過去10年間を記載する。】に、完了又は引渡しが完了した
同種又は類似業務実績を下記のとおり評価し、最大３件分の評価を
合計

地
域
業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前
年度から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同
種又は類似業務の実績を評価する｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成すること。県名
等は複数でも可とする。】

小 計

判断基準

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務経験を下記のとおり評価し、最大５件分の評価を合計（原則とし
て、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

評
価
項
目

評価の着目点

付紙

標準評価基準（競争参加向上型）

評
価
項
目

評価の着目点
評価のウエイト

（点）



①  ７

②  ３

③  ３

④  ２

（最大２５）

① 同種業務の実績に管理技術者として従事した経験
② 同種業務の実績に担当技術者として従事した経験
③ 類似業務の実績に管理技術者として従事した経験
④ 類似業務の実績に担当技術者として従事した経験

①  ９

②  ４

③  ４

④  ２

（最大２５）

① 同種業務の実績に管理技術者として従事した経験
② 同種業務の実績に担当技術者として従事した経験
③ 類似業務の実績に管理技術者として従事した経験
④ 類似業務の実績に担当技術者として従事した経験

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５

② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２

③ 経験なし ③  ０

・１級建築士 5
・その他 0
・技術士
・博士
・RCCM
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・その他 0
・技術士
・１級土木施工管理技士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級管工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気通信工事施工管理技士 1
・その他 0

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
要
件

技
術
者
資
格

通
信
設
備

地
域
業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務の経験を評価する（原則として、着手時から完了時まで従事して
いる業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成すること。県名
等は複数でも可とする。】
建
築

5

電
気
設
備

5

機
械
設
備

5

土
木
設
計

5

3

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務経験を下記のとおり評価し、最大４件分の評価を合計（原則とし
て、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

土
木
監
理

5

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務経験を下記のとおり評価し、最大３件分の評価を合計（原則とし
て、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

業
務
経
験

業
務
経
験

（同種・類似業務の数が少ないと見込まれ、５件分の評価が難しい
場合は以下のいずれかの評価を行ってもよい）



・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・電気主任技術者
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM
・○○を実施した経験を有する者
・○○の実務経験を○○年以上有する者
・その他 0

最大
35

①  ５
②  ２
③  ０

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験
③ 経験なし

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５

② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２

③ 経験なし ③  ０

最大
10

評価の着目点
評価のウエイト

（点）

【各職種最大
５】

判断基準

業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務経験を下記のとおり評価する（原則として、着手時から完了時ま
で従事している業務とする。）。 【各職種最大

５】
配
置
予
定
担
当
技
術
者
の
経
験

【必要に応じて評価対象とする職種を選択する。一職種で複数の技術者を配置する
場合は、評価の低い技術者を評価の対象とする。】

小 計

業
務
経
験

地
域
業
務
経
験

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成すること。県名
等は複数でも可とする。】

そ
の
他

【各職種の資格については仕様書に応じて適宜記載する。資格を重
複しての評価は行わない。】

5

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度から過去
10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同種又は類似業
務の経験を評価する（原則として、着手時から完了時まで従事して
いる業務とする。）｡
 以下は評価例である。

小 計

評
価
項
目



・女性活躍推進法に基づく認定 1
（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年
法律第６４号）第９条に基づく基準に適合するものと認定された
企業（労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る）をい
う。）
・次世代法に基づく認定
（次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１
３条又は第１５条の２に基づく基準に適合するものと認定された
企業をいう。）
・若者雇用促進法に基づく認定
（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号）
第１５条に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。）
 いずれか一つの認定を受けていれば評価する。

①  ２
②  １

① ４０歳以下の技術者を管理技術者として配置 （最大２）

② ３５歳以下の技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とする。ま
 た、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合でも、配点は１
 点とする。

①  ２

②  １

① 女性技術者を管理技術者として配置 （最大２）

② 女性技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とする。ま
 た、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合でも、配点は１
 点とする。
※ ３５歳以下の女性技術者を担当技術者として配置予定の場合
 は、若手技術者の活用で１点、女性技術者の配置で１点とそれ
 ぞれで評価する。

①  -５

②  -４

③  -３

① 指名停止期間（累積）：６月以上 ④  -２

② 指名停止期間（累積）：３月以上６月未満 ⑤  -１

③ 指名停止期間（累積）：３月未満
④ 書面注意（警告）
⑤ 口頭注意
※ 過去６月とは公告日からさかのぼること６月以内に指名停止
 期間がある場合をいう。ただし、公告日から開札日の前日まで
 に④又は⑤の措置を受けた場合も含む。
※ 違約金を請求した実績がある場合は、さらに「－１点」を加
 える。

事
故
及
び
不
誠
実
な
行
為

評価のウエイト
（点）

判断基準

評
価
項
目

評価の着目点

そ
の
他

ワ
│
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

若
手
技
術
者
の
活
用

 事故及び不誠実な行為に対するペナルティ（原則として過去６月
の当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等での指名停止
措置要領に基づく指名停止措置等）

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞれ評価す
る。

女
性
技
術
者
の
配
置

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞれ評価す
る。



10

50

 必要に応じて選択する。

評
価
項
目

評価の着目点
評価のウエイト

（点）
判断基準

 業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合は優位に評
価する。

 上記業務目的等を踏まえた検討項目及び成果品に対する着眼点の
具体性が高い場合は優位に評価する。

業
務
の
実
施
方
針
・
実
施

フ
ロ
│
・
工
程
計
画
・
そ

の
他

業
務
理
解
度

 業務の実施方針となる目的・内容及び与条件の理解度が高い場合
は優位に評価する。

実
施
手
順

 業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合は優位に評価
する。

10

10

10

10

小 計

そ
の
他

 有益な代替案、重要事項の指摘がある場合は優位に評価する。

「業務の実施方針・実施フロー・工程計画・その他」については、「10点、８点、６点、４
点、０点」の ５段階で評価を行う


